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作成上の基本的事項

  (1) 作成の対象

  (2) 基礎数値

　「地方財政状況調査表」、「歳入歳出決算書」及び「固定資産台帳」

  (3) 作成基準日・対象期間

　貸借対照表は、令和7年3月31日を作成基準日としています。行政コスト計算書、純資産変動

計算書、資金収支計算書は、令和6年4月1日から令和7年3月31日までを作成対象期間としてい

ます。ただし、出納整理期間中（令和7年4月1日～令和7年5月31日）の出納については、基準

日及び対象期間までに終了したものとして処理しています。

財務書類に関する基本的事項について

連結

★一部事務組合・広域連合
・広島県市町総合事務組合
・広島県後期高齢者医療広域連合
・三原広域市町村圏事務組合
・広島中部台地土地改良施設管理組合
・世羅中央病院企業団
・広島県水道広域連合企業団

★第三セクター等
・みはら文化芸術財団

全体

★公営企業会計

・駐車場事業

・土地区画整理事業（一部）

・下水道事業

★公営事業会計

・国民健康保険（事業勘定）
・国民健康保険（直営診療
施設勘定）

・後期高齢者医療
・介護保険

一般会計等

・一般
・ケーブルネットワーク事業
・公共用地先行取得事業
・港湾事業
・土地区画整理事業（一部）
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一般会計等の財務書類について

１ 貸借対照表

　　市の決算書が、1年間の収入と支出の流れを表すフロー情報であるのに対し、貸借対照表は、市が主に

　住民サービスを提供するために保有している土地・建物や基金などの財産（資産）とその資産をどのよ

　うな財源（負債・純資産）で賄ってきたかを総括的に対照表示したものです。

１．固定資産 178,926 (181,139) １．固定負債 55,596 (57,523)

　・有形固定資産 167,879 (170,750) 　・地方債 49,656 (51,920)

　・無形固定資産 132 (100) 　・退職手当引当金 5,940 (5,603)

　・投資その他の資産 10,915 (10,289)

２．流動負債 6,909 (6,789)

　・1年内償還予定地方債 6,145 (6,071)

　・賞与等引当金 599 (573)

　・預り金等 165 (145)

２．流動資産 9,672 (9,834)

　・現金預金 988 (1,236)

　・未収金 79 (76)

　・短期貸付金 2 (4)

　・基金 8,424 (8,301)

　・棚卸資産 180 (217)

　・その他 0 (0)

　・徴収不能引当金 △ 1 (0) １．固定資産等形成分 187,352 (189,444)

２．余剰分（不足分） △ 61,259 (△62,783)

※単位未満の金額を四捨五入しているため、各項目の合計額が一致しない場合があります。

資　産　の　部
（これまで積み上げてきた資産）

単位：百万円、（　）内は令和5年度数値

負　債　の　部
（これからの世代が負担する金額）

資産合計 188,598 (190,973) 負債・純資産合計 188,598 (190,973)

62,505

純資産合計

負債合計

126,093

(64,312)

(126,662)

純　資　産　の　部
(これまでの世代が負担した金額)

固定資産とは
・市が所有する土地や建物などの資産
・ソフトウェア等の無形の資産
・有価証券や出資金等の資産
・回収期限到来後1年を経過した未収金等の
資産

・特定の目的のために積立した基金の資産

など

流動資産とは
・現金や預金などの資産
・回収期限到来後1年を経過していない未収金な

どの資産
・財政調整基金や減債基金

など

固定負債とは
・返済期限が1年以上先のもの
・退職手当引当金とは、在籍する職員が普通
退職した場合に必要となる退職手当の額

など

流動負債とは
・返済期限が1年以内のもの

など
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２ 行政コスト計算書

　行政コスト計算書は、人的サービスや給付サービスなど、資産形成につながらない行政サービス

にかかるコストとそれに充てられた使用料・手数料等の財源を対比させた財務書類です。

単位：百万円、（　）内は令和5年度数値

【業務費用】

１．人件費 (8,515)

２．物件費等 (18,389)

３．その他の業務費用 (903)

【移転費用】 (20,242)

(48,049)

１．使用料及び手数料 (760)

２．その他 (1,209)

(1,969)

１．災害復旧事業費 (347)

２．資産除売却損 (101)

３．その他 (0)

(448)

１．資産売却益 (135)

２．その他 (0)

(135)

※単位未満の金額を四捨五入しているため、各項目の合計額が一致しない場合があります。

臨時損失

286

47,723

(46,080)

臨時損失合計（C） 329

744

1,136

1,880

純経常行政コスト(A－B) 45,844

43

0

17,877

619

20,357

経常収益

経常収益合計（B）

経常費用合計(A)

0

27,366 (27,807)

経常費用

純行政コスト(A－B＋Ｃ－Ｄ) 46,115

臨時収益

58

臨時収益合計（D） 58

(46,393)

(職員の人件費や退職手当にかか
る経費など)

(物品購入、光熱水費、修繕費、減
価償却費など)

(借金の支払利息や徴収不能引当
金繰入額など)

(各種団体への補助金や社会保障
給付費など)

8,870

経常収益とは、いわゆる
受益者負担の金額で、
税金は「収益」ではなく
「純資産」として純資産
変動計算書に計上
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３ 純資産変動計算書

　　貸借対照表の「純資産の部」について、会計年度中の動きを表す計算書です。現在までの世代が資産形

　成のために負担してきた金額を把握することができます。

単位：百万円、（　）内は令和5年度数値

１．前年度末純資産残高 126,662 (128,784)

２．純行政コスト △ 46,115 (△46,393)

３．財源 44,940 43,874

　・税収等 32,202 (31,027)

　・国県等補助金 12,738 (12,847)

４．固定資産等の変動 0 (0)

５．資産評価差額 0 (0)

６．無償所管換等 606 (182)

７．その他 0 (214)

８．本年度末純資産残高（１～７の合計） 126,093 126,662

※単位未満の金額を四捨五入しているため、各項目の合計額が一致しない場合があります。

４ 資金収支計算書

　　歳計現金（＝資金）の出入りの情報を3つの区分に分けて表示した財務書類です。3つの区分とは、「業

　務活動収支（毎年度経常的な活動に関する収支）」、「投資活動収支（固定資産の取得及び基金の積み立

　てによる支出並びに固定資産の売却及び基金の取崩による収入の投資的な活動に関する収支）」及び「財

　務活動収支（地方債の償還による支出及び地方債の借り入れによる収入等の資金の調達及び返済による財

　務的な活動に関する収支）」です。

単位：百万円、（　）内は令和5年度数値

１．業務活動収支 5,512 (5,085)

２．投資活動収支 △ 3,589 (△2,763)

３．財務活動収支 △ 2,190 (△2,972)

４．本年度資金収支額（１＋２＋３） △ 267 (△650)

５．前年度末資金残高 1,092 (1,741)

６．本年度末資金残高（４＋５） 824 (1,092)

７．本年度末歳計外現金残高 164 (144)

８．本年度末現金預金残高（６＋７） 988 (1,236)

※単位未満の金額を四捨五入しているため、各項目の合計額が一致しない場合があります。

純資産変動計算書

　純資産変動額
（８．本年度末純資産残高－１．前年度末純資産残高）

△ 568 △ 2,122

資金収支計算書

行政コスト計算書の
「純行政コスト」を
マイナス表記

貸借対照表の

「純資産の部」と一致

貸借対照表の流動資産中

「現金預金」と一致
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５ 財務書類4表の関係

　　財務書類は、4つの表から構成されていますが、4表の関係を示したのが下記の図です。財務書類

　4表は、それぞれが結びついていますので、それぞれの数値が影響を及ぼし合います。

　　貸借対照表における「純資産の部」の変動を表したものが、純資産変動計算書です。

　　純資産変動計算書における純資産の変動要因の主なものは、「純行政コスト」と「税収等、国県

　等補助金」ですが、そのうち「純行政コスト」の明細を示すものが行政コスト計算書になります。

　　資金収支計算書は、歳計現金の動きを表す計算書ですので、「本年度末現金預金残高」は、貸借

　対照表の「現金預金」と一致します。

本年度末純資産残高

資金収支計算書

本年度資金収支額

前年度末資金残高

前年度末歳計外現金残高

本年度歳計外現金増減額

本年度末現金預金残高

税収等、国県等補助金

＋

＋

＝

＋

＋

＝
資産評価替え等

財務4表の関係

資産の部 負債の部

純資産の部 ＝

＋…
…

純経常行政コスト

臨時損益

行政コスト計算書

…

貸借対照表

現金預金

前年度末純資産残高

純行政コスト
－＋

純資産変動計算書

純行政コスト
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６ 財務書類4表の分析

　(1)市民1人当たりの貸借対照表

　貸借対照表の各数値を、各年度末の住民基本台帳人口により市民1人当たりの数値に置き換

えました。市民1人当たり218万5千円の資産があり、それに対する負債は72万4千円、純資産は

146万1千円となっています。

　人口　86,308人　令和7年3月31日時点　（前年同日　87,438人）

単位：万円

72.4 (73.5)

146.1 (144.9)

（ ）内は令和5年度数値

　1人当たりの資産は1千円増加し、将来世代が負担する負債は1万1千円の減少となりました。

　(2)市民1人当たりの行政コスト計算書

　行政コスト計算書の各数値を、各年度末の住民基本台帳人口により市民1人当たりの数値に

置き換えました。市民1人当たり55万7千円のコストに対し、収益は2万2千円となっています。

単位：万円

55.7 (55.5) 2.2 (2.4) 53.5 (53.1)

（ ）内は令和5年度数値

　純行政コストは、市民1人当たり53万5千円で、前年度より4千円の増加となっています。

　(3)社会資本等形成の世代間負担比率

　社会資本形成の結果を表す有形・無形固定資産のうち、純資産による形成割合を見ることに

より、これまでの世代（過去及び現世代）によって既に負担された割合を見ることができます。

　また、地方債に着目すれば将来返済しなければならない、今後の世代によって負担する割合

を見ることができます。

＝ 75.1% (74.1%)

＝ 33.2% (33.9%)

　　社会資本等形成の
　　世代間負担比率　　＝
　（将来世代負担比率）

資産の部
負債の部

218.5 (218.4)
純資産の部

現世代負担比率　＝

費用 収益

地方債残高

純行政コスト

純資産合計

有形・無形固定資産合計

126,093百万円（126,662百万円）

168,011百万円（170,850百万円）

55,801百万円（57,991百万円）

有形・無形固定資産合計 168,011百万円（170,850百万円）

＝

＝

市民1人当たりの将来負担額

市民1人当たりが、これま
で積み上げてきた資産の額
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　将来世代負担比率が0.7ポイント減少していることから、今後の世代が負担する割合が減少

したことを示しています。

　※地方債残高は、固定負債の「地方債」と流動負債の「1年内償還予定地方債」の合計額で

　　す。また、社会資本形成の財源とならない地方債も含まれるため、これまでの世代と将来

　(4)純資産比率

　資産の合計に対する純資産の割合（企業会計の自己資本比率に相当）が高いほど健全である

と言えます。

＝ 66.9% (66.3%)

　資産合計の減少により、前年度から0.6ポイント増加となっています。

　(5)基礎的財政収支（プライマリーバランス）

　資金収支計算書上の業務活動収支（支払利息支出を除く。）及び投資活動収支（基金積立金

支出及び基金取崩収入を除く。）の合算額を算出することにより、地方債等の元利償還額を除

いた歳出と地方債等発行収入を除いた歳入のバランスを示す指標となります。

=

=

　(6)有形固定資産減価償却率

　有形固定資産のうち土地以外の償却資産の取得価格等に対する減価償却累計額の割合を算出

することにより、耐用年数に対して資産の取得からどの程度経過したのかを全体的に把握でき

ます。

　この比率が高くなるほど施設の老朽化が進んでいることになります。

＝ 69.3% (68.3%)

　　世代の負担比率の合計は100%になりません。

純資産比率　＝
純資産合計

＝
126,093百万円（126,662百万円）

資産合計 188,598百万円（190,973百万円）

投資活動収支
+　（基金積立支出及び基金取崩収入を除く。）

2,357百万円 (3,136百万円)

有形固定資産
　　減価償却率　＝

減価償却累計額

有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額

＝
292,769百万円（285,843百万円）

422,421百万円（418,510百万円）

基礎的財政収支
（プライマリーバランス）

業務活動収支
(支払利息支出を除く。)
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連結財務書類について

１ 連結財務書類とは

　　連結財務書類とは、一般会計等のほか、自治体を構成するその他の特別会計や、自治体と連携協力し

　て行政サービスを実施している関係団体や法人を一つの行政サービス実施主体とみなして作成する財務

　書類です。

　　連結の範囲は次のとおりです。（個別の会計名や団体等は、3ページを参照）

　　①地方公共団体（一般会計等、公営企業会計及び公営事業会計）

　　②地方独立行政法人（三原市には該当ありません）

　　③一部事務組合・広域連合（広島県市町総合事務組合など6団体）

　　④地方三公社（三原市には該当ありません）

　　⑤第三セクター等（出資比率が50%以上の法人等、みはら文化芸術財団）

２ 連結貸借対照表

１．固定資産 (263,496) １．固定負債 (115,533)

　・有形固定資産 (249,009) 　・地方債 (79,549)

　・無形固定資産 (4,331) 　・退職手当引当金 (7,197)

　・投資その他の資産 (10,157) 　・その他 (28,787)

２．流動負債 (11,112)

２．流動資産 (16,468) (8,929)

　・現金預金 (4,509) (1,261)

　・未収金 (963) (0)

　・短期貸付金 (4) (638)

　・基金 (10,443) (152)

　・棚卸資産 (230) (132)

　・その他 (322)

　・徴収不能引当金 (△2)

３．繰延資産 (0)

※単位未満の金額を四捨五入しているため、各項目の合計額が一致しない場合があります。

単位：百万円、（　）内は令和5年度数値

8,978　・1年内償還予定地方債

10,118

246,098 76,766

負　債　の　部
（これからの世代が負担する金額）

資　産　の　部
（これまで積み上げてきた資産）

260,403

15,747

112,824

11,187

4,186 7,469

　・未払金 1,247

　・未払費用

2

28,589

0

4,295

653

(279,964)

△ 3

634

純　資　産　の　部
(これまでの世代が負担した金額)

純資産合計

負債合計 (126,645)

(153,319)

　・賞与等引当金

0

193 　・その他

10,332 　・預り金 164

資産合計 (279,964) 負債・純資産合計276,150

165

276,150

152,139

124,011
275
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３ 連結行政コスト計算書
単位：百万円、（　）内は令和5年度数値

【業務費用】 34,939 (35,179)

１．人件費 10,344 (9,901)

２．物件費等 23,240 (23,591)

３．その他の業務費用 1,355 (1,687)

【移転費用】 51,356 (51,237)

86,295 (86,416)

１．使用料及び手数料 4,533 (4,481)

２．その他 1,589 (1,601)

6,122 (6,082)

１．災害復旧事業費 286 (347)

２．資産除売却損 85 (118)

３．その他 0 (0)

371 (464)

１．資産売却益 84 (168)

２．その他 0 (1)

85 (169)

※単位未満の金額を四捨五入しているため、各項目の合計額が一致しない場合があります。

経常行政コスト合計(A)

経常費用

経常収益

純行政コスト
（Ａ－Ｂ＋Ｃ－Ｄ）

80,459 

経常収益合計(Ｂ)

臨時損失

臨時損失合計(Ｃ)

臨時収益

臨時収益合計(Ｄ)

80,630 

純経常行政コスト（A－B） 80,173 (80,334)
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４ 連結純資産変動計算書

単位：百万円、（　）内は令和5年度数値

１．前年度末純資産残高 153,319 (155,940)

２．純行政コスト △ 80,459 (△80,630)

３．財源 78,394 (77,409)

　・税収等 46,839 (45,570)

　・国県等補助金 31,555 (31,840)

４．固定資産等の変動

５．資産評価差額

６．無償所管換等

７．その他

８．本年度末純資産残高（１～７の合計） 152,139 (153,319)

△ 1,181 △ 2,620

※単位未満の金額を四捨五入しているため、各項目の合計額が一致しない場合があります。

　連結対象団体が詳細な資産状況を公表していないため、一部省略しています。

５ 連結資金収支計算書

単位：百万円、（　）内は令和5年度数値

△ 240 (△1,110)

4,364 (5,480)

7 (△6)

4,132 (4,364)

164 (145)

4,295 (4,509)

※単位未満の金額を四捨五入しているため、各項目の合計額が一致しない場合があります。

　連結対象団体が詳細な資産状況を公表していないため、一部省略しています。

連結純資産変動計算書

２．投資活動収支

４．本年度資金収支額（１＋２＋３）

３．財務活動収支

６. 比例連結割合変更に伴う差額

７. 本年度末資金残高（４＋５＋６）

８．本年度末歳計外現金残高

９. 本年度末現金預金残高（７＋８）

　純資産変動額
（８．本年度末純資産残高－１．前年度末純資産残高）

１．業務活動収支

連結資金収支計算書

５．前年度末資金残高

省略

省略
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